平成25年度　再々評価調書
１事業概要

	事業名
	蜻蛉池公園整備事業

	担当部署
	都市整備部　公園課　府営公園グループ　（連絡先　06-6944-9314）

	事業箇所
	岸和田市三ヶ山町　他

	再評価理由
	再々評価後５年を経過した時点で継続中

	目的
	蜻蛉池公園は、泉南地域のレクリエーション施設の拠点として昭和38年に計画され、蜻蛉池をはじめ大小30余りの溜池と既存の樹林地を活かし、3つのゾーンで構成している。南部は大型複合遊具を備えた子供の国やテニスコートなどのスポーツをテーマにした「広場ゾーン」、中央部は、大芝生広場などの「丘陵ゾーン」、北部は、既存の樹林地を活かし森と文化とやすらぎをテーマにした「森のゾーン」として、総合的なレクリエーション機能を備えた、都市周辺の自然環境を保全する重要な水と緑のオープンスペースとして整備する。

	内容
	・都市計画決定面積　124.7ha　　　・開設面積　　53.2ha

（事業認可面積　 92.8ha）

（主要施設）
「広場ゾーン」（事業認可区域内）
  子供の国（児童遊戯場）、テニス村（ﾃﾆｽｺｰﾄ、球技広場等）、花木園、あじさい園
憩いの広場（水と緑の音楽広場〈皇太子ご成婚記念事業〉、野原の広場等）

　「丘陵ゾーン」（事業認可区域内）
大芝生広場、ふれあいの森、水辺の広場
　「森のゾーン」（一部事業認可区域を含む）
　　　事業認可区域（駐車場等）、事業認可区域外（箱谷池周辺等）
※      施設は現在未整備

	事業費
	全体事業費：約557.3億円（国：210.6億円、府346.7億円）
（内訳）用地費　約407.8億円　　【工事内訳】
　　　　工事費　約149.5億円　　　・造成費 　　約44.3億円
　　　　　・施設整備費 約105.2億円

　　　　　・植栽工　　 約20.1億円

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

変更なし
【他事業者との協議状況】

　―

	維持管理費
	約　１２１百万円/年　（平成24年度指定管理料、未開設地管理費用）


２事業の必要性等に関する視点
	
	【再評価時点H15　】
	【再々評価時点H20】
	【再々々評価時点H25】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	開設面積　36.5ha


	開設面積　51.0ha

・指定管理制度の導入

　　（H18.4）

	開設面積　53.2ha

・H24岸和田市の地域防災計画で広域避難地に指定。防災公園としての重要性が高まる
	・緊急時の都市防災施設としての機運の高まり

	
	【再評価時点H15】
	【再々評価時点H20】
	【再々々評価時点H25】
	【変動要因の分析】

	地元等の

協力体制等
	〇「ふれあいの森」において、既存の樹林地を保全し、多様な生物が生息する森づくりを目指して、府民協働で公園づくりを行うためのボランティア団体が組織され間伐・下草刈りや炭焼きなどの活動が行われている。今年度から、このボランティア団体も含んでワークショップ方式により、今後の森づくりについて整備や管理手法を検討していく。

	〇ボランティア団体も含めたワークショップを行い、今後の「ふれあいの森」づくりは、身近な環境学習の場として、ボランティア団体の活動など管理運営を見据えた公園づくりを目指すことで合意形成が図られた。この考え方に基づく施設整備を行い、平成19年に「ふれあいの森」を開設した。開設後も既存の樹林地を保全し、多様な生物が生息する森づくりを目指して、引き続きボランティア団体が間伐や炭焼きなどの活動中。
	〇「ふれあいの森」では、既存の樹林地を保全し、多様な生物が生息する森づくりを目指して、引き続きボランティア団体が間伐や炭焼きなどの活動中。


	

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	［効果項目］

直接利用価値
間接利用価値

［分析結果］

・B/C= 1.08  

B=355.3億円

C=329.9億円

［算出方法］

・直接利用効果

健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

都市環境維持改善

都市景観の保全等

［受益者］

公園利用者、周辺住民
※大規模公園費用対効果分析手法マニュアル第4版

（H14.4発行、国土交通省都市・地域整備局公園緑地課監修）

	［効果項目］

直接利用価値
間接利用価値
［分析結果］

・B/C= 1.08  
B=355.3億円

C=329.9億円
［算出方法］

・直接利用効果

健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

都市環境維持改善

都市景観の保全等

［受益者］

公園利用者、周辺住民
同左
	［効果項目］

直接利用価値

間接利用価値

［分析結果］

・B/C=1.53  
 B=786.1億円

 C=513.9億円
［算出方法］

・直接利用効果
健康、心理的な潤い、レクリエーション空間の提供

・間接利用効果

都市環境維持改善

都市景観の保全等

［受益者］

公園利用者、周辺住民
※改訂第2版大規模公園費用対効果分析手法マニュアル

（H19.6発行、国土交通省都市・地域整備局公園緑地課監修）
	・費用対効果算出マニュアルの改訂
便益は、間接利用価値の算出方法の変更に伴う増加（代替法から効用関数法に変更）。費用は、施設整備費等の残存価値控除分減に伴う増加。
・整備スケジュールの変更に伴う現在価値化後の費用の増加[image: image1.jpg]




	
	【再評価時点H15】
	【再々評価時点H20】
	【再々々評価時点H25】
	【変動要因の分析】

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	［効果項目］

・都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保

［受益者］

公園利用者、周辺住民
	［効果項目］

・都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保

［受益者］

公園利用者、周辺住民
	［効果項目］

・都市環境維持・改善、都市景観の保全提供、都市防災機能の確保

［受益者］

公園利用者、周辺住民
	特になし

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①昭和55年度
②昭和55年度

③
認可区域：平成22年度
	①昭和55年度

②昭和55年度

③
認可区域：平成29年度
	①昭和55年度

②昭和55年度

③全体：平成34年度
認可区域：平成29年度


	

	＜進捗状況＞
	全体５４％

（301.1億円／557.3億円）

・用地５７％
（232.4億円／407.8億円）

・工事４６％
（68.7億円／149.5億円）
	全体５９％

（331.0億円／557.3億円）

・用地６１％

（248.8億円／407.8億円）

・工事５５％

（82.2億円／149.5億円）
	全体６３％

（353.5億円／557.3億円）

・用地６３％

（258.8億円／407.8億円）

・工事６３％

（94.7億円／149.5億円）



	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・　蜻蛉池公園は、泉南地域における府民の健康と生きがいを支える公園として計画され、北部に「森と文化とやすらぎ」をテーマにした森のゾーン、南部に「花と水のスポーツ」をテーマにした広場ゾーン、そして中央部には「景観を楽しむ」丘陵ゾーンを設け府民の憩いの場を提供するとともに、「みどりの大阪推進計画」に掲げる緑のネットワークの拠点として重要な役割を果たす。
· また、平成24年に、岸和田市地域防災計画で「広域避難場所」として指定され、防災公園としての機能が付加された。
以上のことから、継続する。


３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・　事業認可区域の用地買収は79％、工事は74％進捗しており、予定通り平成29年度に完了する見込みである。

・　事業認可区域外については、事業認可区域外については、平成23年度末に策定した「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」に基づき、必要性・代替性・実現性などを総合的に評価した上で、見直していく予定である。

以上のことから、継続する。



４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・　事業認可区域外の都市計画の見直しに伴い、整備内容を縮小する場合、コスト縮減が見込まれる。

・　事業認可区域は、平成29年度中に完了する見込みであることや、岸和田市の「広域避難場所」として、安全かつ十分な広さを確保できる場所は他にないため、代替案立案の余地がない。
以上のことから、継続する。



５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・　緑やオープンスペースは、多様な生態系の保全機能を持つとともに、府民のレクリエーションの場や風格ある魅力的な景観の形成にも重要な役割を担うものである。当事業では、郊外におけるみどりのオアシスとして整備することにより、自然とふれあえる水と緑のオープンスペースとして積極的な緑化空間の創出を図る。

	前回評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	―

	その他
	【上位計画】
・大阪府公園基本構想（H5）　・みどりの大阪推進計画（H21）　
・大阪府都市整備中期計画（案）（H23）
【関連計画】
・岸和田市地域防災計画


６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	〇継続
＜判断の理由＞

・　事業認可区域の整備は、予定通り平成29年度に完了する予定である。また、事業認可区域外については、平成23年度末に策定した「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」に基づき、必要性・代替性・実現性などを総合的に評価した上で、見直していく予定である。
・　従来の必要性に加え、岸和田市地域防災計画で「広域避難場所」として指定されたことにより、防災公園としての機能が付加された。
・　事業認可区域は、平成29年度に完了する見込みであることや、岸和田市の「広域避難場所」として、安全かつ十分な広さを確保できる場所は他にないため、代替案立案の余地がない。
以上のことから、事業を継続する。



認可区域


全体７８％


（353.5億円／455.3億円）


・用地７９％


（258.8億円／327.0億円）


・工事７４％


（94.7億円／128.3億円）











